
（別添４）

※１ 新ＡＰ：「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム（平成17～18年度）」
※２ 旧ＡＰ：「リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム（平成15～16年度）」
※３ 新ＡＰの要請項目のうち、旧ＡＰの取りまとめにおいても同様の実績を把握している項目のみを掲載。

１． 事業再生・中小企業金融の円滑化
（１）創業・新事業支援機能の強化

17年度 18年度
21件 24件 9件 15件

575百万円 559百万円 229百万円 330百万円
582件 801件 384件 417件

40,119百万円 54,914百万円 29,225百万円 25,689百万円
2,667件 5,865件 2,567件 3,298件

19,553百万円 61,784百万円 26,896百万円 34,888百万円
企業育成ファンドへの出資 3,863百万円 10,308百万円 5,415百万円 4,893百万円

（２）取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

17年度 18年度
ビジネスマッチングの成約件数 1,749件 6,868件 2,628件 4,240件

（３）事業再生に向けた積極的取組み

17年度 18年度
8件 7件 2件 5件

2,151百万円 1,281百万円 543百万円 738百万円
20件 32件 21件 11件

6,578百万円 10,698百万円 8,444百万円 2,254百万円
97件 116件 39件 77件

4,136百万円 10,289百万円 3,789百万円 6,500百万円
1件 11件 1件 10件

279百万円 7,538百万円 2,785百万円 4,753百万円
196件 401件 214件 187件

93,765百万円 137,032百万円 68,225百万円 68,807百万円
企業再生ファンドへの出資 1,184百万円 3,750百万円 2,245百万円 1,505百万円

（４）担保・保証に過度に依存しない融資の推進・中小企業の資金調達方法の多様化

17年度 18年度
73,041件 110,632件 56,544件 54,088件

544,322百万円 1,271,882百万円 641,592百万円 630,290百万円
572件 2,771件 1,650件 1,121件

11,436百万円 93,977百万円 44,669百万円 49,308百万円
738件 2,209件 1,097件 1,112件

23,132百万円 53,220百万円 25,315百万円 27,905百万円
10,026件 19,504件 10,414件 9,090件

72,040百万円 127,959百万円 62,227百万円 65,732百万円
210件 345件 149件 196件

20,670百万円 32,770百万円 14,810百万円 17,960百万円
26件 86件 41件 45件

9,980百万円 32,031百万円 15,918百万円 16,113百万円
776件 1,645件 701件 944件

146,467百万円 285,996百万円 124,316百万円 161,680百万円

（５）人材の育成

17年度 18年度
外部研修への参加・派遣 8,234人 18,286人 7,354人 10,932人
内部研修の実施 76,459人 156,897人 63,325人 93,572人
通信研修の受講者数 25,267人 40,036人 15,502人 24,534人

２． 地域の利用者の利便性向上

17年度 18年度
13件 39件 12件 27件

4,691百万円 13,899百万円 6,668百万円 7,231百万円
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政府系金融機関等との協調融資
（信金中央金庫を含む）

創業等支援融資商品による融資

債権流動化、証券化（ＣＬＯ、ＣＢＯ含む）

私募債の引受け

DDS（債務の資本的劣後ローン化）

DIPファイナンス（法的再生手続に至った企業に
対する運転資金の供給）

財務制限条項を活用した商品による融資

新旧アクションプログラム期間を通じた信用金庫の取組み状況について

シンジケートローンの組成（アレンジャー）

シンジケートローンへの参画（融資団）

PFI事業への融資

スコアリングモデルを活用した商品による融資

産業クラスターサポートローン

動産・債権譲渡担保融資

中小企業再生支援協議会の計画策定先

整理回収機構の支援決定先

DES（債務の株式化）



３． 経営改善支援の取組み実績

【旧ＡＰ（１５年４月～１７年３月）】
（単位：先数）

αのうち期末に債務
者区分がランクアッ
プした先数 β

αのうち期末に債務
者区分が変化しな
かった先 γ

正常先 1,431,867 2,613 1,410

うちその他要注意先 208,040 18,151 3,773 11,805

うち要管理先 30,752 5,668 2,075 2,471

破綻懸念先 44,886 4,247 1,067 2,510

実質破綻先 36,984 309 87 159

破綻先 21,425 42 14 15

合 計 1,773,954 31,030 7,016 18,370

【新ＡＰ（１７年４月～１９年３月）】
（単位：先数）

αのうち期末に債務
者区分がランクアッ
プした先数 β

αのうち期末に債務
者区分が変化しな
かった先 γ

正常先 1,454,368 2,351 1,294

うちその他要注意先 194,890 21,887 4,207 15,018

うち要管理先 16,085 3,868 1,395 1,623

破綻懸念先 40,285 5,118 1,005 3,167

実質破綻先 33,172 279 68 171

破綻先 15,232 34 15 15

合 計 1,754,032 33,537 6,690 21,288

（注） ・期初債務者数及び債務者区分は、旧ＡＰは１５年４月、新ＡＰは１７年４月当初時点で整理。
・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、
住宅ローンのみの先を含まない。

・経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαには含めているがβには含めていない。
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